
平成30年度　公文書開示状況（12月決定分）

港湾局

　表の見方
　＜決定区分＞
　　・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、
　　　該当する項目に「１」を記入しています。
　＜（根拠規定）条例7条＞
　　・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。
　＜公文書の件名＞について
　　・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。
　　・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。
　　　ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。
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1 H30.11.20 H30.12.3
「平成29年度中防外3号線ほか雨水管布設工事」(第1回変更分)の
「変更工事費総括書、変更工事総括書、変更種別内訳書、代価明細表、諸経費計算
書、変更特記仕様書」

54 1
港湾局
港湾整備部
建設調整課

2 H30.11.22 H30.12.3
「平成30年度沖港泊地（－5.0ｍ）整備工事」の
「工事設計概括書、工種別内訳書（総括表）、工種別内訳書、代価明細表、諸経費
計算書」

69 1
港湾局
離島港湾部
管理課

3 H30.11.22 H30.12.3
「平成30年度二見漁港防波堤建設工事」の
「工事設計概括書、工種別内訳書（総括表）、工種別内訳書、代価明細表、諸経費
計算書、数量計算書」

61 1
港湾局
離島港湾部
管理課

4 H30.11.26 H30.12.3
「平成29年度中央防波堤外側その2埋立地東側護岸補修工事（その1）」の
「0001号舗装版切断（条件等詳細）、0047号掘削（条件等詳細）」

2 1
港湾局
東京港建設事務所
埋立整備課

5 H30.11.28 H30.12.4 「第431～433回　東京都調布飛行場運行担当者会議　議事録」 7 1 1

・運行担当者会議出席名簿のう
ち、「個人名」の部分は、個人
に関する情報で、公にすること
により、特定の個人を識別する
ことができるため。（条例第7条
第2号該当）

港湾局
離島港湾部
調布飛行場管理事
務所

6 H30.11.28 H30.12.4 「調布飛行場運行担当者会議議事録のうち2014年4月～10月分」 1 1

・当該公文書は3年保存の公文書
であるため、平成30年11月28日
以前に廃棄済みであり、存在し
ない。

港湾局
離島港湾部
調布飛行場管理事
務所

7 H30.11.27 H30.12.6
「平成30年度大井ふ頭中央海浜公園修景整備工事（その2）」の
「工事総括書、種別内訳書、代価明細表、諸経費計算書」

282 1
港湾局
臨海開発部
開発企画課

8 H30.11.29 H30.12.7 土地境界点確認書（港区港南三丁目9番5） 8 1 1 1

・電話番号は、個人に関する情
報で、公にすることにより、特
定の個人を識別することができ
るため。（条例第7条第2号該
当）
・印影は、公にすることによ
り、偽造等の犯罪行為を容易に
し、犯罪の予防等に支障を及ぼ
すおそれがあるため。（条例第7
条第4号該当）

港湾局
港湾経営部
経営課

9 H30.12.4 H30.12.7
「平成4年度東海ふ頭公園水域部整備工事」に係る「図面」
「平成6年度東海ふ頭公園水域部整備工事」に係る「図面」

11 1
港湾局
臨海開発部
海上公園課

10 H30.12.3 H30.12.13
「平成30年度京浜運河（八潮一丁目）防潮堤建設工事（その2）」の
「代価明細表（第49号以下）」

54 1
港湾局
港湾整備部
建設調整課

決定区分 (根拠規定)条例７条
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決定区分 (根拠規定)条例７条

11 H30.11.30 H30.12.14

「平成30年度東八潮緑道公園護岸改良その他工事」の
「工事設計概括書、工種別内訳書（総括表）、工種別内訳書、代価明細表、諸経費
計算書、特記仕様書、工事費内訳（機械設備工事）、設計図面、工種別内訳（機械
設備工事）、種目別内訳（機械設備工事）、科目別内訳（機械設備工事）、中科目
別内訳（機械設備工事）、細目別内訳（機械設備工事）、共通仮設費算出根拠（安
全）、共通仮設費算出根拠（運搬）、共通仮設費算出根拠（技術管理）、共通仮設
費算出根拠（事業損失）、共通仮設費算出根拠（準備）」

447 1
港湾局
港湾整備部
建設調整課

12 H30.12.5 H30.12.14
「平成28年度新海面処分場Dﾌﾞﾛｯｸ南側護岸建設工事」
「工事成績評定通知書（第10号様式）、項目別評定点表（第11号様式）」

3 1 1

・主任（管理）技術者の氏名
は、個人に関する情報で、公に
することにより、特定の個人を
識別することができるため。
（条例第7条第2号該当）

港湾局
東京港建設事務所
埋立整備課

13 H30.12.5 H30.12.17
「平成28年度海の森水上競技場異常点除去工事」
「工事成績評定通知書（第10号様式）、項目別評定点表（第11号様式）」

3 1 1

・主任（管理）技術者の氏名
は、個人に関する情報で、公に
することにより、特定の個人を
識別することができるため。
（条例第7条第2号該当）

港湾局
東京港建設事務所
ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯ
ｸ整備課

14 H30.11.26 H30.12.13

・「平成28年11月11日付28東港港第699号『土地所有権移転登記について』（港区海
岸二丁目7番　交換受領地）」
・「平成28年11月11日付28東港港第700号『土地所有権移転登記について』（港区海
岸二丁目7番　交換渡し用地）」
・「平成28年11月15日付28東港港第701号『固定資産の取得および一部除去報告なら
びに台帳整理及び会計処理について』（港区海岸二丁目土地）」

66 1 1 1

・法人の印影は、公にすること
により、偽造等の犯罪行為を容
易にし、犯罪の予防等に支障を
及ぼすおそれがあるため。（条
例第7条第4号該当）
・個人の生年月日、氏名は、個
人に関する情報で、公にするこ
とにより、特定の個人を識別す
ることができるため。（条例第7
条第2号該当）

港湾局
東京港管理事務所
港務課

15 H30.11.26 H30.12.13

・「28港臨誘第291号『東京都臨海地域用地管理運用委員会の開催及び議案の付議に
ついて（平成28年度第1回）』」
・「28港臨誘第297号『東京都臨海地域用地管理運用委員会の審議結果について（平
成28年度第1回）』」

28 1
港湾局
臨海開発部
誘致促進課

16 H30.11.26 H30.12.10
「28港総財第414号　土地の評価について（都有地及び民有地の交換価格港区海岸二
丁目1番2ほか）」

33 1
港湾局
総務部
財務課
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決定区分 (根拠規定)条例７条

17 H30.11.26 H30.12.13

「・平成27年2月25日付陸こう日G-2廃止検討資料
・平成27年7月14日付　海岸2丁目陸こう廃止に向けた防潮堤整備について
・港区海岸二丁目における土地交換に関する覚書（案）その1
・港区海岸二丁目における土地交換に関する覚書（案）その2
・平成28年3月25日　27港整計第195号　港区海岸二丁目における土地交換に関する
覚書の締結について（協議）」

22 1 1

・印影は公にすることにより、
偽造等の犯罪行為を容易にし、
犯罪の予防等に支障を及ぼすお
それがあるため。（条例第7条第
4号該当）

港湾局
港湾整備部
計画課

18 H30.11.26 H30.12.12
「平成28年11月15日付28東港運第635号　行政財産の用途廃止について（日の出ふ頭
野積上外2件（港区海岸二丁目））（港湾事業会計）」

26 1 1

・印影は公にすることにより、
偽造等の犯罪行為を容易にし、
犯罪の予防等に支障を及ぼすお
それがあるため。（条例第7条第
4号該当）

港湾局
東京港管理事務所
ふ頭運営課

19 H30.11.26 H30.12.14

「・平成28年4月6日付28港経振第24号土地の評価について（依頼）（土地交換契約
に係る土地評価額の算出）
・平成28年9月15日付28港経振第290号東京都財産価格審議会諮問議案の提出につい
て
・平成28年10月17日付28港経振第321号港湾施設の供用廃止等について（日の出ふ
頭）
・平成28年11月4日付28港経振第331号東京都臨海地域用地管理運用委員会への付議
について
・平成28年11月11日付28港経振第347号土地交換契約の締結について（○○）
・平成28年11月11日付28港経振第350号土地交換に伴う所有権移転登記等について
（依頼）」

221 1 1 1 1 1

・法人の印影は、公にすること
により、偽造等の犯罪行為を容
易にし、犯罪の予防等に支障を
及ぼすおそれがあるため。（条
例第7条第4号該当）
・個人の生年月日、氏名は、個
人に関する情報で、公にするこ
とにより、特定の個人を識別す
ることができるため。（条例第7
条第2号該当）
・東京都財産価格審議会の意見
を述べた委員氏名、委員を特定
する発言は、特定の委員の発言
内容が明らかとなり外部からの
干渉、圧力等を受けること等が
予想され、委員の率直な意見交
換若しくは意思決定の中立性が
不当に損なわれるおそれがあ
り、当該事務又は事業の適正な
遂行に支障を及ぼすおそれがあ
るため。（条例第7条第5号、第6
号該当）

港湾局
港湾経営部
振興課
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決定区分 (根拠規定)条例７条

20 H30.11.26 H30.12.13

・「平成28年11月11日付28東港港第699号『土地所有権移転登記について』（港区海
岸二丁目7番　交換受領地）」
・「平成28年11月11日付28東港港第700号『土地所有権移転登記について』（港区海
岸二丁目7番　交換渡し用地）」
・「平成28年11月15日付28東港港第701号『固定資産の取得および一部除去報告並び
に台帳整理及び会計処理について』（港区海岸二丁目土地）」

66 1 1 1

・法人の印影は、公にすること
により、偽造等の犯罪行為を容
易にし、犯罪の予防等に支障を
及ぼすおそれがあるため。（条
例第7条第4号該当）
・個人の生年月日、氏名は、個
人に関する情報で、公にするこ
とにより、特定の個人を識別す
ることができるため。（条例第7
条第2号該当）

港湾局
東京港管理事務所
港務課

21 H30.11.26 H30.12.13

・「28港臨誘第291号『東京都臨海地域用地管理運用委員会の開催及び議案の付議に
ついて（平成28年度第1回）』」
・「28港臨誘第297号『東京都臨海地域用地管理運用委員会の審議結果について（平
成28年度第1回）』」

28 1
港湾局
臨海開発部
誘致促進課

22 H30.11.26 H30.12.10
「28港総財第414号　土地の評価について（都有地及び民有地の交換価格港区海岸二
丁目1番2ほか）」

33 1
港湾局
総務部
財務課

23 H30.11.26 H30.12.13

「・平成27年2月25日付陸こう日G-2廃止検討資料
・平成27年7月14日付　海岸2丁目陸こう廃止に向けた防潮堤整備について
・港区海岸二丁目における土地交換に関する覚書（案）その1
・港区海岸二丁目における土地交換に関する覚書（案）その2
・平成28年3月25日　27港整計第195号　港区海岸二丁目における土地交換に関する
覚書の締結について（協議）」

22 1 1

・印影は公にすることにより、
偽造等の犯罪行為を容易にし、
犯罪の予防等に支障を及ぼすお
それがあるため。（条例第7条第
4号該当）

港湾局
港湾整備部
計画課

24 H30.11.26 H30.12.12
「平成28年11月15日付28東港運第635号　行政財産の用途廃止について（日の出ふ頭
野積場外2件（港区海岸二丁目））（港湾事業会計）」

26 1 1

・印影は公にすることにより、
偽造等の犯罪行為を容易にし、
犯罪の予防等に支障を及ぼすお
それがあるため。（条例第7条第
4号該当）

港湾局
東京港管理事務所
ふ頭運営課
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決定区分 (根拠規定)条例７条

25 H30.11.26 H30.12.14

「・平成28年4月6日付28港経振第24号土地の評価について（依頼）（土地交換契約
に係る土地評価額の算出）
・平成28年9月15日付28港経振第290号東京都財産価格審議会諮問議案の提出につい
て
・平成28年10月17日付28港経振第321号港湾施設の供用廃止等について（日の出ふ
頭）
・平成28年11月4日付28港経振第331号東京都臨海地域用地管理運用委員会への付議
について
・平成28年11月11日付28港経振第347号土地交換契約の締結について（○○）
・平成28年11月11日付28港経振第350号土地交換に伴う所有権移転登記等について
（依頼）」

221 1 1 1 1 1

・法人の印影は、公にすること
により、偽造等の犯罪行為を容
易にし、犯罪の予防等に支障を
及ぼすおそれがあるため。（条
例第7条第4号該当）
・個人の生年月日、氏名は、個
人に関する情報で、公にするこ
とにより、特定の個人を識別す
ることができるため。（条例第7
条第2号該当）
・東京都財産価格審議会の意見
を述べた委員氏名、委員を特定
する発言は、特定の委員の発言
内容が明らかとなり外部からの
干渉、圧力等を受けること等が
予想され、委員の率直な意見交
換若しくは意思決定の中立性が
不当に損なわれるおそれがあ
り、当該事務又は事業の適正な
遂行に支障を及ぼすおそれがあ
るため。（条例第7条第5号、第6
号該当）

港湾局
港湾経営部
振興課

26 H30.11.26 H30.12.13

・「平成28年11月11日付28東港港第699号『土地所有権移転登記について』（港区海
岸二丁目7番　交換受領地）」
・「平成28年11月11日付28東港港第700号『土地所有権移転登記について』（港区海
岸二丁目7番　交換渡し用地）」
・「平成28年11月15日付28東港港第701号『固定資産の取得および一部除去報告並び
に台帳整理及び会計処理について』（港区海岸二丁目土地）」

66 1 1 1

・法人の印影は、公にすること
により、偽造等の犯罪行為を容
易にし、犯罪の予防等に支障を
及ぼすおそれがあるため、（条
例第7条第4号該当）
・個人の生年月日、氏名は、個
人に関する情報で、公にするこ
とにより、特定の個人を識別す
ることができるため。（条例第7
条第2号該当）

港湾局
東京港管理事務所
港務課

27 H30.11.26 H30.12.13

・「28港臨誘第291号『東京都臨海地域用地管理運用委員会の開催及び議案の付議に
ついて（平成28年度第1回）』」
・「28港臨誘第297号『東京都臨海地域用地管理運用委員会の審議結果について（平
成28年度第1回）』」

28 1
港湾局
臨海開発部
誘致促進課

28 H30.11.26 H30.12.10
「28港総財第414号　土地の評価について（都有地及び民有地の交換価格港区海岸二
丁目1番2ほか）」

33 1
港湾局
総務部
財務課

6
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29 H30.11.26 H30.12.13

「・平成27年2月25日付陸こう日G-2廃止検討資料
・平成27年7月14日付　海岸2丁目陸こう廃止に向けた防潮堤整備について
・港区海岸二丁目における土地交換に関する覚書（案）その1
・港区海岸二丁目における土地交換に関する覚書（案）その2
・平成28年3月25日　27港整計第195号　港区海岸二丁目における土地交換に関する
覚書の締結について（協議）」

22 1 1

・印影は公にすることにより、
偽造等の犯罪行為を容易にし、
犯罪の予防等に支障を及ぼすお
それがあるため。（条例第7条第
4号該当）

港湾局
港湾整備部
計画課

30 H30.11.26 H30.12.12
「平成28年11月15日付28東港運第635号　行政財産の用途廃止について（日の出ふ頭
野積場外2件（港区海岸二丁目））（港湾事業会計）」

26 1 1

・印影は公にすることにより、
偽造等の犯罪行為を容易にし、
犯罪の予防等に支障を及ぼすお
それがあるため。（条例第7条第
4号該当）

港湾局
東京港管理事務所
ふ頭運営課

31 H30.11.26 H30.12.14

「・平成28年4月6日付28港経振第24号土地の評価について（依頼）（土地交換契約
に係る土地評価額の算出）
・平成28年9月15日付28港経振第290号東京都財産価格審議会諮問議案の提出につい
て
・平成28年10月17日付28港経振第321号港湾施設の供用廃止等について（日の出ふ
頭）
・平成28年11月4日付28港経振第331号東京都臨海地域用地管理運用委員会への付議
について
・平成28年11月11日付28港経振第347号土地交換契約の締結について（○○）
・平成28年11月11日付28港経振第350号土地交換に伴う所有権移転登記等について
（依頼）」

221 1 1 1 1 1

・法人の印影は、公にすること
により、偽造等の犯罪行為を容
易にし、犯罪の予防等に支障を
及ぼすおそれがあるため。（条
例第7条第4号該当）
・個人の生年月日、氏名は、個
人に関する情報で、公にするこ
とにより、特定の個人を識別す
ることができるため。（条例第7
条第2号該当）
・東京都財産価格審議会の意見
を述べた委員氏名、委員を特定
する発言は、特定の委員の発言
内容が明らかとなり外部からの
干渉、圧力等を受けること等が
予想され、委員の率直な意見交
換若しくは意思決定の中立性が
不当に損なわれるおそれがあ
り、当該事務又は事業の適正な
遂行に支障を及ぼすおそれがあ
るため。（条例第7条第5号、第6
号該当）

港湾局
港湾経営部
振興課

32 H30.11.26 H30.12.14

「Dプロジェクト日の出ベイサイド工事予定地の土地売買の経緯について
・移転時の土地使用用途内容（東京都が土地使用用途を指定する文書）
・1年という短期間で、現在、○○から○○○へ所有者へ移転しているが、東京都は
移転時に申告された使用用途と、現在の所有者の用途に相違がないか、確認した経
緯があるか」

1 1
・当該公文書は、実施機関では
作成及び取得しておらず、存在
しない。

港湾局
港湾経営部
振興課

7
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33 H30.11.26 H30.12.13

・「平成28年11月11日付28東港港第699号『土地所有権移転登記について』（港区海
岸二丁目7番　交換受領地）」
・「平成28年11月11日付28東港港第700号『土地所有権移転登記について』（港区海
岸二丁目7番　交換渡し用地）」
・「平成28年11月15日付28東港港第701号『固定資産の取得および一部除去報告並び
に台帳整理及び会計処理について』（港区海岸二丁目土地）」

66 1 1 1

・法人の印影は、公にすること
により、偽造等の犯罪行為を容
易にし、犯罪の予防等に支障を
及ぼすおそれがあるため。（条
例第7条第4号該当）
・個人の生年月日、氏名は、個
人に関する情報で、公にするこ
とにより、特定の個人を識別す
ることができるため。（条例第7
条第2号該当）

港湾局
東京港管理事務所
港務課

34 H30.11.26 H30.12.13

・「28港臨誘第291号『東京都臨海地域用地管理運用委員会の開催及び議案の付議に
ついて（平成28年度第1回）』」
・「28港臨誘第297号『東京都臨海地域用地管理運用委員会の審議結果について（平
成28年度第1回）』」

28 1
港湾局
臨海開発部
誘致促進課

35 H30.11.26 H30.12.10
「28港総財第414号　土地の評価について（都有地及び民有地の交換価格港区海岸二
丁目1番2ほか）」

33 1
港湾局
総務部
財務課

36 H30.11.26 H30.12.13

「・平成27年2月25日付陸こう日G-2廃止検討資料
・平成27年7月14日付　海岸2丁目陸こう廃止に向けた防潮堤整備について
・港区海岸二丁目における土地交換に関する覚書（案）その1
・港区海岸二丁目における土地交換に関する覚書（案）その2
・平成28年3月25日　27港整計第195号　港区海岸二丁目における土地交換に関する
覚書の締結について（協議）」

22 1 1

・印影は公にすることにより、
偽造等の犯罪行為を容易にし、
犯罪の予防等に支障を及ぼすお
それがあるため。（条例第7条第
4号該当）

港湾局
港湾整備部
計画課

37 H30.11.26 H30.12.12
「平成28年11月15日付28東港運第635号　行政財産の用途廃止について（日の出ふ頭
野積場外2件（港区海岸二丁目））（港湾事業会計）」

26 1 1

・印影は公にすることにより、
偽造等の犯罪行為を容易にし、
犯罪の予防等に支障を及ぼすお
それがあるため。（条例第7条第
4号該当）

港湾局
東京港管理事務所
ふ頭運営課

8
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決定区分 (根拠規定)条例７条

38 H30.11.26 H30.12.14

「・平成28年4月6日付28港経振第24号土地の評価について（依頼）（土地交換契約
に係る土地評価額の算出）
・平成28年9月15日付28港経振第290号東京都財産価格審議会諮問議案の提出につい
て
・平成28年10月17日付28港経振第321号港湾施設の供用廃止等について（日の出ふ
頭）
・平成28年11月4日付28港経振第331号東京都臨海地域用地管理運用委員会への付議
について
・平成28年11月11日付28港経振第347号土地交換契約の締結について（○○）
・平成28年11月11日付28港経振第350号土地交換に伴う所有権移転登記等について
（依頼）」

221 1 1 1 1 1

・法人の印影は、公にすること
により、偽造等の犯罪行為を容
易にし、犯罪の予防等に支障を
及ぼすおそれがあるため。（条
例第7条第4号該当）
・個人の生年月日、氏名は、個
人に関する情報で、公にするこ
とにより、特定の個人を識別す
ることができるため。（条例第7
条第2号該当）
・東京都財産価格審議会の意見
を述べた委員氏名、委員を特定
する発言は、特定の委員の発言
内容が明らかとなり外部からの
干渉、圧力等を受けること等が
予想され、委員の率直な意見交
換若しくは意思決定の中立性が
不当に損なわれるおそれがあ
り、当該事務又は事業の適正な
遂行に支障を及ぼすおそれがあ
るため。（条例第7条第5号、第6
号該当）

港湾局
港湾経営部
振興課

39 H30.12.3 H30.12.17
「平成30年度中防外1号線雨水管布設工事」の
「仮設材の損料額の算定、工程表、数量計算書」

89 1
港湾局
港湾整備部
建設調整課

40 H30.12.10 H30.12.19
「平成27年度海の森水上競技場整備工事」の
「指示書（平成30年1月30日付）、緊急安全点検パトロール報告、指示書（平成30年
12月6日付）」

10 1 1

・顔貌、車両ナンバーは、個人
に関する情報で、公にすること
により、特定の個人を識別する
ことができるため。（条例第7条
第2号該当）

港湾局
東京港建設事務所
オリンピック・パ
ラリンピック施設
整備課

41 H30.12.10 H30.12.20
「海の森水上競技場整備工事」に係る「事務連絡書」
「平成30年1月30日付事務連絡書（東京都港湾局港湾整備部長発出）、
平成30年12月6日付事務連絡書（東京都港湾局港湾整備部長発出）」

4 1

港湾局
東京港建設事務所
オリンピック・パ
ラリンピック施設
整備課

42 H30.12.17 H30.12.20 「2018施工単価管理票（SCOPE）、2018施工単価管理票（東京都独自）」 29 1
港湾局
港湾整備部
技術管理課

9
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決定区分 (根拠規定)条例７条

43 H30.12.18 H30.12.20
「平成30年度新海面処分場Dﾌﾞﾛｯｸ南側護岸建設工事（その1）」の
「第7号代価表算出根拠、第10号代価表算出根拠、第13、14号代価表算出根拠、第20
号代価表算出根拠」

5 1
港湾局
港湾整備部
建設調整課

44 H30.12.13 H30.12.25
「平成30年度新芝運河（芝浦一、二丁目）内部護岸建設工事」
「代価明細表（第93号以下）」

61 1
港湾局
港湾整備部
建設調整課

45 H30.12.14 H30.12.27
「平成30年度京浜運河（八潮一丁目）防潮堤建設工事（その1）」の
「事業損失防止施設費算出根拠、バックホウ浚渫1日当りの浚渫量根拠」

3 1
港湾局
港湾整備部
建設調整課

46 H30.12.14 H30.12.27
「平成30年度京浜運河（八潮一丁目）防潮堤建設工事（その1）」の
「技術管理費_技術管理_放射線透過試験_算出根拠」

1 1 1 1

・見積提出会社の会社名、見積
価格は、予定価格算出に際して
は、通常は都が独自に定めた設
計単価表や刊行物に当該材料が
掲載されていない場合に限り例
外的に見積りを徴収する。この
ような場合、見積りを徴収する
材料を供給できる事業者は業界
の中にあって少数であることか
ら、当該情報を公開すると、事
業者及びその見積価格を特定す
ることが可能になる。このた
め、当該事業者の競争上の地位
を損なうおそれがある。（条例
第7条第3号該当）
・見積提出会社の会社名、見積
価格は、当該情報を公開するこ
とにより、当該会社と都との信
頼関係が損なわれ、任意の見積
提出に応じてもらえなくなり、
積算業務の適正かつ効率的な遂
行に支障を及ぼすおそれがあ
る。また、今後当局が行う同種
の見積りにおいて、適切な見積
価格を徴収することが困難にな
るなど、適切な単価設定に支障
を及ぼすおそれがある。（条例
第7条第6号該当）

港湾局
港湾整備部
建設調整課

47 H30.12.14 H30.12.27
「平成30年度京浜運河（八潮一丁目）防潮堤建設工事（その2）」の
「事業損失防止施設費算出根拠」

2 1
港湾局
港湾整備部
建設調整課

10
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48 H30.11.5 H30.12.27

「・打合せ記録簿（平成28年度海外における特定複合観光施設に関する調査分析業務委託）（平成28年8月9日）
・平成26年度統合型リゾート（IR）に関する調査について、自国民へのマイナス面対策に関する海外事例の詳細
調査の概要、横浜・大阪におけるIR候補地の状況について（平成28年8月25日）
・打合せ記録簿（平成28年度海外における特定複合観光施設に関する調査分析業務委託）（平成28年8月31日）
・打合せ記録簿（平成28年度海外における特定複合観光施設に関する調査分析業務委託）（平成28年9月29日）
・打合せ記録（今後の進め方等確認、韓国ヒアリング確認）（平成28年10月26日）
・打合せ記録（報告書等まとめ方、今後の進め方等）（平成28年11月11日）
・打合せ記録（ヒアリング報告、報告書等のまとめに向けて）（平成28年11月21日）
・打合せ記録（報告書等まとめに向けて）（平成28年11月30日）
・打合せ記録（報告書等まとめに向けて）（平成28年12月12日）
・打合せ記録（報告書等まとめに向けて）（平成28年12月19日）
・IR推進法の成立について（平成28年度12月26日）
・打合せ記録（報告書納期遅延に関して、報告書まとめに向けて）（平成29年1月12日）
・打合せ記録（報告書案に関して）（平成29年1月30日）
・打合せ記録（報告書案に関して）（平成29年2月6日）
・打合せ記録（報告書案に関して）（平成29年2月14日）
・打合せ記録（報告書案に関して）（平成29年2月21日）
・打合せ記録（報告書案に関して）（平成29年3月1日）
・打合せ記録（報告書案に関して）（平成29年3月24日）
・会議等議事要旨記録票（IR委託調査について）（平成29年7月20日）
・会議等議事要旨記録票（統合型リゾート（IR）に関する現状について）（平成29年10月25日）
・会議等議事要旨記録票（平成29年度海外のMICE・IR施設に関する調査分析業務委託）（平成29年11月14日）
・会議等議事要旨記録票（統合型リゾート（IR）に関する現状について）（平成29年11月29日）
・第1回打合せ議事録（平成29年12月18日）
・第2回打合せ議事録（平成30年1月4日）
・第3回打合せ議事録（平成30年1月15日）
・第4回打合せ議事録（平成30年1月23日）
・第5回打合せ議事録（平成30年2月1日）
・第6回打合せ議事録（平成30年2月14日）
・第7回打合せ議事録（平成30年2月22日）
・第8回打合せ議事録（平成30年3月1日）
・第9回打合せ議事録（平成30年3月8日）
・会議等議事要旨記録票（臨海副都心（青海地区北側）をめぐる現状とIR法案の見通しについて）（平成30年3
月27日）
・会議等議事要旨記録票（IR整備法案の概要について）（平成30年6月11日）
・IR海外事例調査の結果概要（平成30年6月26日）
・会議等議事要旨記録票（IR整備法成立後の動き（想定））（平成30年7月12日）
・会議等議事要旨記録票（IRについての国の説明会、アンケートについて）（平成30年7月30日）
・会議等議事要旨記録票（IR委託調査について）（平成30年8月8日）
・会議等議事要旨記録票（IRにかかる国の自治体意向調査について）（平成30年10月24日）
・平成30年度特定複合観光施設に関する影響調査第1回WS議事要旨（平成30年10月30日）」

464 1 1 1 1 1 1

・氏名、役職、顔貌、経歴、ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽは、
個人に関する情報で、公にすることによ
り、特定の個人を識別することができ、個
人の権利利益を害するおそれがあるため。
（条例第7条第2号該当）
・国家公務員の氏名は、個人に関する情報
で、公にすることにより、特定の個人を識
別することができ、個人の権利利益を害す
るおそれがあるとともに、関係者との信頼
関係が損なわれ、都の事務の適正な遂行に
支障を及ぼすおそれがあるため。（条例第7
条第2号及び第6号該当）
・法人等の電話番号、受託事業者による再
委託の契約金額は、法人等の事業活動に関
する情報で、公にすることにより、法人等
又は事業を営む個人の競争上又は事業運営
上の地位その他社会的な地位が損なわれる
ため。（条例第7条第3号該当）
・カジノオペレーターの状況は、法人等の
事業活動に関する情報で、公にすることに
より、法人等又は事業を営む個人の競争上
又は事業運営上の地位その他社会的な地位
が損なわれるため。関係者から提供を受け
た非公開情報で、公にすることにより、関
係者との信頼関係が損なわれ、都の事務の
適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるた
め。（条例第7条第3号及び第6号該当）
・直筆の署名は、公にすることにより、偽
造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等
に支障を及ぼすおそれがあるため。（条例
第7条第4号該当）
・統合型リゾート（ＩＲ）に係る現状認
識、想定スケジュールは、検討中の未成熟
な情報で、公にすることにより、率直な意
見の交換が妨げられ意思決定の中立性が損
なわれるおそれや、確定した情報と誤解さ
れ、都民の間に混乱を生じさせるおそれが
あるため。（条例第7条第5号該当）
・ＩＲ整備に係る意向調査アンケート、区
域整備計画の認定申請に係る意向調査等調
査、立地は、検討中の未成熟な情報で、公
にすることにより、率直な意見の交換が妨
げられ意思決定の中立性が損なわれるおそ
れや、確定した情報と誤解され、都民の間
に混乱を生じさせるおそれがあるため。
関係者との調整を必要とする事務に関する
情報や関係者から提供を受けた非公開情報
で、公にすることにより、関係者との信頼
関係が損なわれ、都の事務の適正な遂行に
支障を及ぼすおそれがあるため。（条例第7
条第5号及び第6号に該当）

港湾局
総務部
企画計理課
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